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 ｆ 

令和３年 11 月 25 日時点 

  

熱中症対策行動計画に基づく令和３年度の熱中症に関する政府の取組状況について 

 
 

熱中症対策行動計画 熱中症対策行動計画に基づく政府の具体的取組 

はじめに  

第１．熱中症の現状  

第２．目標  

   

第３．重点対策  

１．重点対象分野 
 

（１）高齢者等

の屋内における

熱中症対策の強

化 

＜具体的施策＞ 

ア．高齢者や子ども、障害者等の「熱中症弱

者」に対する熱中症対策 
○高齢者にとって伝わりやすいよう内容を取り

まとめたリーフレット等の資料を作成し、様々な

ルートを通じて周知する。 

 

 

・ 高齢者に特化したリーフレットを作成し、ホームページへの掲載、関係

府省庁のルートを活用した周知。【環、厚、経】 

＜令和３年７月２日：高齢者向けリーフレットを連名にて公表＞ 

 ○高齢者や子ども、障害者等の熱中症弱者に対し

て熱中症予防のための見守り・声がけを行うこと

が当たり前になる地域作りを目指し、地方公共団

体の取組を支援する。 

 

・ 高齢者に係る熱中症対策を含む地域の優れた取組につき、当該取組に係

る費用や検証結果を示すとともに、熱中症予防対策の優れた取組事例を

取りまとめ。【環】 

＜令和３年４月 23 日：「熱中症予防対策ガイダンス」について公表＞ 
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・ 高齢者への熱中症対策を推進する地方自治体をモデル自治体として選定

し、地域における熱中症対策を支援。【環】 

＜令和３年３月 25 日：「令和３年度地方公共団体における効果的な熱中

症予防対策の推進に係るモデル事業の公募結果」について公表＞ 

 

・ 熱中症予防対策の推進について、孤独・孤立対策に関する連絡調整会議

を通じて、環境省と連携。熱中症予防対策を含め、孤独・孤立対策の重

点計画を年内に策定予定。【内官】 

 

 ○防災行政無線の戸別受信機をはじめとする

様々な情報伝達手段を活用して、熱中症弱者等へ

情報提供を行うよう、地方公共団体に対して周知

する。 

 

・ 防災行政無線の戸別受信機をはじめとする情報伝達手段を活用した情報

提供について、災害情報伝達手段に関するアドバイザー派遣や各種会議

等を通じて地方公共団体へ周知。【消】 

＜令和３年 11 月末までに 30 団体で実施：災害情報伝達手段に関するア

ドバイザー会議＞ 

 

・ 熱中症警戒アラートが発表された情報がテレビ、防災無線、SNS 等の様々

な情報伝達手段を通じて発信されることを普及啓発リーフレットを通じ

て、自治体で周知。【環】 

 

 ○地方公共団体の見守り活動、ゴミ出し支援等の

行政サービスや、地域の事業者とも連携した、熱

中症弱者への見守り・声がけ活動を強化する。 

 

 

・ 熱中症対策を推進する地方自治体をモデル自治体として選定し、地域に

おける熱中症対策を支援。【環】【再掲】 

 

・ 熱中症予防対策の推進について、孤独・孤立対策に関する連絡調整会議

を通じて、環境省と連携。熱中症予防対策を含め、孤独・孤立対策の重

点計画を年内に策定予定。【内官】 
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 ○障害の特性に応じた障害者向けの熱中症予防

リーフレットを周知する。 
 

・ 障害の特性（※）に応じた熱中症対策をまとめた障害者向けの熱中症予

防リーフレットを活用した周知。【厚】 
（※）手足・体幹に障害のある方、視覚障害のある方、知的・発達障害の方、夏場

の外出（暑さ）に慣れていない方、介助者や周囲の方へのお願い 

 

 イ．ワンボイスでの普及啓発及び情報伝達に

よる熱中症対策 
○熱中症についての関係府省庁がもつ基礎的な

知識や予防法等をまとめた、国民向けの統一的な

マニュアルやポスター・リーフレット等の予防啓

発コンテンツの作成・配布を行い、各省庁の様々

なルートやツール等を活用して情報提供するこ

とで、ワンボイスでの熱中症予防に対する注意喚

起を強化する。 

 

 

・ 政府において統一したワンボイスでの熱中症に対する注意喚起として、

関係府省庁の統一的なリーフレットの作成、関係府省庁のルートを活用

した周知。【環、関係府省庁】 

 ○政府一体となった熱中症関連情報の提供に向

けて、関係府省庁の熱中症関連の取組を体系的に

紹介するポータルサイトを作成する。 

 

 

・ 環境省熱中症予防情報サイトで関係府省庁の熱中症関連の取組を紹介。

【環】 

 ○人々が自分自身にとってより良い選択を自発

的に取れるように助けるナッジの活用を含めた

啓発方法等を検討し、実施する。 

 

 

・ 熱中症予防行動の促進につき、ナッジの効果を検証するための実証を令

和３年夏に実施し、効果的な啓発方法の検討を行う。【環】 
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（２）管理者が

いる場等におけ

る熱中症対策の

促進 

 

ア．学校現場における熱中症対策 
○学校等の教育現場における熱中症対策や判断

の参考となるガイドライン作成のための手引き

を作成し、普及する。 

 

 

・ 学校等の教育現場における熱中症対策や判断の参考となるガイドライン

作成のための手引きを作成し、全国の教育委員会へ周知。【文・環】 

＜令和３年５月 28 日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手

引き」の公表＞ 

＜令和３年６月９日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手

引き」の活用について（依頼）の発出 

 ○学校現場において、熱中症の予防や児童生徒

が熱中症を発症した場合の対応が的確に行われ

るよう、予防方法や応急措置等についてまとめた

パンフレット、ポスター、映像資料等の普及を図

る。 

 

・ 熱中症事故の防止について適切に対応することを全国の教育委員会へ依

頼。【文】 

＜令和３年４月 30 日：「熱中症事故の防止について（依頼）」の発出＞ 

 

・ 体育授業等における運動時のマスク着用のリスクについて、全国の教育

委員会へ改めて通知。【ス】 

＜令和３年５月 28 日：新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊

急事態宣言等を踏まえた小学校、中学校及び高等学校等における新型コ

ロナウイルス感染症への対応に関する留意事項について＞ 

 

 ○学校安全ポータルサイトや教職員、教育委員会

関係者が登録している文科省メールマガジンに

て注意喚起する。 
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 ○公立学校施設について、地方公共団体からの計

画を踏まえ、空調設備の設置を支援する。また、

夏の日差しを遮る、風通しを良くするなど校舎づ

くりの工夫について、事例集等を通じて周知す

る。 

 

 

・ 公立学校施設について、地方公共団体からの計画を踏まえ、空調設備の

設置を支援。【文】 

 

・ 夏の日差しを遮る、風通しを良くするなど校舎づくりの工夫や留意点に

ついて、学校施設整備指針や事例集等を通じて周知。【文】 

 

 イ. 職場における熱中症対策 
○職場における熱中症の予防に関し、事業者の

実施すべき事項を取りまとめ、業界団体等に周

知するとともに、都道府県労働局及び労働基準

監督署を通じて事業者に対する指導等を実施す

る。 

○事業者の管理下での労働衛生管理に加え、令

和３年は暑さ指数（WBGT）値の現場での実測に重

点を置き、「STOP！熱中症 クールワークキャン

ペーン」を推進する。 

○職場における熱中症対策に特化したポータル

サイトを設け、熱中症予防の知見や現場での取

組、労働衛生教育を支援する。 

 

 

・ 職場における熱中症の予防に関し、最新の知見を踏まえて内容を見直し

た上で、事業者の実施すべき事項等を取りまとめ、業界団体等に通知す

るとともに、都道府県労働局及び労働基準監督署を通じて事業者に対す

る指導等を実施。【厚】 

 

・ 職場の WBGT 値の把握、作業管理、作業環境管理、労働者の健康管理等の

熱中症予防対策をリーフレット等にまとめ、「STOP!熱中症 クールワー

クキャンペーン」（５月１日から９月 30 日）を通じて、事業者や労働者

に対し通知。【厚】 

 

・ 職場における熱中症予防対策をまとめたポータルサイトの整備を行い、

熱中症予防対策の啓発を図るとともに、場所を問わずアクセスして学べ

る eラーニングコンテンツを拡充。【厚】 

 

 ウ．農業現場における熱中症対策 
○農作業中の熱中症事故防止に向けて、春の農繁

期や熱中症予防強化キャンペーン期間を中心に、

農業者や農業法人等に対して、都道府県、関係団

体を通じて注意喚起や予防法を周知する。 

○農林水産省が運営する「MAFF アプリ」を活用

し、熱中症警戒アラートの発信情報を農業者等に

対して、プッシュ式で提供する。 

○メールマガジンや Facebook 等様々なコンテン

 

・ 農作業が本格化するＧＷの前と熱中症が急増する７月を前に、熱中症対

策の徹底を呼びかける事務連絡を都道府県等に発出。また、気温が急上

昇した梅雨明け後などに、Twitter 等のコンテンツを通じて、農業者や農

業法人に対してピンポイントで注意喚起。【農】 

＜令和３年４月 26 日：（事務連絡）農作業中の熱中症対策について＞等 
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ツを活用し、農家に対して直接、熱中症リスクに

応じた注意喚起情報等をきめ細かく提供する。 

 

・ 農林水産省が運営する「MAFF アプリ」に「熱中症警戒アラート」の通知

機能を追加するとともに、熱中症警戒アラート発出時の適切な対応を周

知。【農】 

＜令和３年５月 20 日：（プレスリリース）MAFF アプリにおける「熱中症

警戒アラート」の通知機能の追加について＞ 

 

 エ．スポーツ施設における熱中症対策 
○スポーツ活動中の熱中症事故防止に関して、地

方公共団体やスポーツ関係団体等に向けて周知

を図るとともに、各協議会、研修等で注意喚起を

実施する。 

○SNS 等を通して、スポーツ活動中の熱中症事故

防止に関して注意喚起を実施する。 

 

 

・ 事務連絡にて、関連するガイドブック名やホームページＵＲＬを掲載し、

熱中症事故防止のため適切な措置を講ずるよう、都道府県・指定都市ス

ポーツ施設主管課へ周知。【ス】 

＜令和３年５月 14 日：事務連絡「熱中症事故の防止について（依頼）」

を発出＞ 

 

・ 熱中症リスクの高い時期に合わせ、SNS を利用し、熱中症の注意喚起を実

施。【ス】【再掲】 

 オ．イベント時の熱中症対策 
○夏季に人が多く集まるイベント主催者向けの

「夏季のイベントにおける熱中症対策ガイドラ

イン」を地方公共団体や教育委員会等へ広く配布

するとともに、ホームページ上で公開し、イベン

ト主催者の活用を促す。 

 

・ 夏季にイベントを開催する主催者等のための熱中症対策に関する「夏季

のイベントにおける熱中症対策ガイドライン」策定。【環】 

＜平成 30 年３月：ガイドライン策定、平成 31 年３月及び令和２年３月：

ガイドライン改訂＞ 
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 カ．災害時の避難所での被災者・支援者にお

ける熱中症対策 
○災害時に特有の環境や状況から生じる熱中症

に関する課題を収集・分析・評価し、効果的な対

策手法について検討し、対応マニュアル等の作成

やリーフレット等での普及啓発等を行う。 

○災害発生前及び災害発生時に、事務連絡を発す

ること等により、熱中症予防の周知を関係機関に

依頼する。 

 

 

・ 災害時の避難生活や片付け作業における熱中症対策に関するリーフレッ

トを作成し、ホームページへの掲載、関係府省庁のルートを活用した周

知。【環・内・消・厚】 

＜令和３年３月：リーフレット公表＞ 

＜令和３年６月 23 日：自治体へ周知依頼の事務連絡を発出＞ 【環・内・

消・厚・気】 

 

・ 災害が発生した場合に事務連絡を発出すること等により、関係する地方

自治体等に熱中症予防の周知を依頼。【厚】 

 

・ 令和３年７～９月に大雨・台風に被災した地域に対して、被災住民等の

熱中症対策について周知を依頼する事務連絡をそれぞれの被災県に発

出。【環】 

 

・ 災害救助法が適用された都道府県に、避難所の生活環境の整備等につい

て通知を発出し、熱中症対策に関するリーフレットを周知。【内】 

 

（３）新型コロ

ナウイルス感染

症対策と熱中症

対策の両立 

 

＜具体的施策＞ 

新型コロナウイルス感染症を想定した『新しい生

活様式』における熱中症予防の周知 

 

 

 ○マスクの着用と熱中症の関係を含む『新しい生

活様式』における熱中症予防行動について、リー

フレットを作成し、ホームページ等を通じて周知

する。特に令和３年度については、これまでに得

られた新しい知見を随時盛り込みつつ、適切なマ

スク着用方法を推進するなど、普及啓発をさらに

強化する。 

 

 

・ 新型コロナウイルス感染症のワクチン接種会場における熱中症対策につ

いて、留意点をまとめた事務連絡を関係府省庁のルートを活用した周知。

【環・厚】 

＜令和３年６月 14 日：自治体へ周知依頼の事務連絡を発出＞ 
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・ 厚生労働省ホームページに「新しい生活様式」と熱中症予防に関するＱ

＆Ａを掲載。（～令和３年１０月末まで。来年度再度掲載予定。）【厚】 

 

・ 熱中症リスクの高い時期に合わせ、SNS を利用し、熱中症の注意喚起を実

施。【ス】 

 

・ 体育授業等における運動時のマスク着用のリスクについて、全国の教育

委員会へ改めて通知。【ス】 

＜令和３年５月 28 日：新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊

急事態宣言等を踏まえた小学校、中学校及び高等学校等における新型コ

ロナウイルス感染症への対応に関する留意事項について＞【再掲】 

 

・ 新型コロナウイルス感染症を想定した『新しい生活様式』における熱中

症予防に関するリーフレットを作成し、ホームページへの掲載、関係府

省庁のルートを活用した周知。【環・厚】 

＜令和２年６月：リーフレット公表、令和３年６月：リーフレット改訂

＞ 

＜令和３年６月 25 日：自治体へ周知依頼の事務連絡を発出＞ 

 

 ○学校生活・スポーツ時における新型コロナウイ

ルス感染症の感染予防と熱中症予防について、関

係機関の協力も得ながら、周知する。 

 

 

・ 熱中症事故の防止について適切に対応することを全国の教育委員会へ依

頼。【文】 

＜令和３年４月 30 日：「熱中症事故の防止について（依頼）」の発出＞【再

掲】 

 

・ 事務連絡にて、関連するガイドブック名やホームページＵＲＬを掲載し、

熱中症事故防止のため適切な措置を講ずるよう、都道府県・指定都市ス

ポーツ施設主管課、日本スポーツ協会等へ周知。【ス】 

＜事務連絡「熱中症事故の防止について（依頼）」（令和３年５月１４日

付）＞【再掲】 
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・ 学校等の教育現場における熱中症対策や判断の参考となるガイドライン

作成のための手引きを作成し、全国の教育委員会へ周知。【文・環】 

＜令和３年５月 28 日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手

引き」の公表＞ 

＜令和３年６月９日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引

き」の活用について（依頼）の発出＞【再掲】 

 

 ○新型コロナウイルス感染症予防策と熱中症の

関係について、『新しい生活様式』に即した熱中

症のリスクの評価や、診断・予防・治療法確立の

ための研究調査分析を行う。 

 

・ 熱中症対策における新たな課題への対応の検討等に係る WG 開催。【環】 

（第１回：令和３年７月９日、第２回：令和３年 11 月 29 日） 

（４）東京オリ

ンピック・パラ

リンピック競技

大会における熱

中症対策の促進 

 

＜具体的施策＞ 

ア．東京大会に向けた熱中症等関連情報の発

信等 
○障害者の特性に応じた啓発資料や、多言語のリ

ーフレット、うちわ等の啓発資料を、ホームペー

ジ等により情報発信する。 

○東京大会の主要競技会場周辺 17 地区の暑熱環

境を調査、公表するとともに、組織委員会を含む

関係機関に提供する。また、全競技会場周辺の暑

さ指数（WBGT）の実況値、当日から翌々日までの

予測値を、多言語（4か国語）でホームページを

通じて発信する。 

○競技会場やラストワンマイル等における暑さ

対策について、新型コロナウイルス感染症対策と

の両立を図るため、リーフレットやホームページ

等での周知を通じた適切なマスク着用の推進、選

手村総合診療所発熱外来の設置等、組織委員会や

東京都等と連携して実施する。 

 

・ 会場ごとの気象情報等を日英２言語で表示するポータルサイトを運営。

【気】 

 

・ 主要競技会場周辺等の 17 地区を対象に気温、湿度等の実測調査を行

い、熱中症予防情報サイト上にオリパラ特設ページを設け、情報提供す

るとともに、各競技会場内での暑さ指数（WBGT）の計測等を行い、会場

内への熱中症の注意喚起を実施。【環】 

 

・ 訪日外国人に対して、熱中症に関する普及啓発リーフレット（日・英・

中・韓）のホームページへの公表やうちわ（日・英）の会場やその周辺等

での配布。【環】 

 

・ 新型コロナウイルス感染症を想定した『新しい生活様式』における熱中

症予防に関するリーフレットを作成し、ホームページへの掲載、関係府

省庁のルートを活用した周知。【環・厚】 

＜令和２年６月：リーフレット公表、令和３年６月：リーフレット改訂

＞ 
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＜令和３年６月 25 日：自治体へ周知依頼の事務連絡を発出＞【再掲】 

 

 イ．外国人向けの熱中症対策 
○ホームページ等を通じて、熱中症の予防・対処

方法、外国人患者を受け入れる医療機関等の関連

情報を多言語により発信する。 

○災害時情報提供アプリ「Safety tips」（14 か国

語）において、熱中症等関連情報をプッシュ型で

通知する。 

○熱中症の予防対策や応急手当等を記載した訪

日外国人等のための救急車利用ガイド（16 か国

語）を、消防庁ホームページ等を通じて情報発信

する。また、救急隊用の多言語音声翻訳アプリ「救

急ボイストラ」（15言語）を、全国の消防本部へ

導入することを推進する。 

 

・ 防災気象情報に関する多言語辞書（15 言語）に熱中症警戒アラートに関

する用語を追加。【気】 

 

・ 外国人旅行者向け災害時情報提供アプリ「Safety tips」の「熱中症情報」

について、分かりやすいサイト構成・説明文に見直し。【観】 

 

・ 熱中症警戒アラートの全国展開に対応したプッシュ通知機能に見直し。

【観】 

 

・ オリパラ推進本部事務局及び組織委員会と連携し、オリパラ関係者向け

に「Safety tips」のポスターを掲出し、周知を強化。【観】 

 

・ 訪日外国人に対して、熱中症に関する普及啓発リーフレット（日・英・

中・韓）のホームページへの公表やうちわ（日・英）の会場やその周辺で

の配布。【環】 

 

・ 「訪日外国人のための救急車利用ガイド」（16 言語）等を、ホームページ

に掲載中。【消】 

 

・ 熱中症に関する普及啓発リーフレットを多言語で作成し、ホームページ

にて周知。（日本語の他 14 カ国語）【厚】 
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第３．重点対策  

２．連携の強化 
 

（１）地域にお

ける連携強化 

 

ア．地域での「熱中症警戒アラート」等を活

用した対策の推進 
○３．イの熱中症警戒アラート等を有効に活用

し、地方公共団体から地域住民への適時・的確な

情報の発信と伝達等により、地域住民の熱中症予

防行動の促進につなげる。また、そのための地方

公共団体向け説明会等を実施する。 

○全国の地方公共団体における熱中症対策の包

括的・体系的な整理及びその実行を後押しすると

ともに、その取組状況を把握・検証し、全国的な

熱中症対策の底上げを図る。 

 

・ 各地の気象台において、自治体等関係機関への説明会などの機会を捉え

熱中症警戒アラートに関する周知・啓発を実施。【気】 

 

・  熱中症対策を推進する地方自治体をモデル自治体として選定し、地域に

おける熱中症対策を支援。【環】【再掲】 

 イ．地域の団体や民間企業と連携した見守

り・声がけ等の取組の推進 
○地方公共団体内部における関係部局の連携や、

地域における各種団体や民間企業との連携した

対応を行える体制・場（プラットフォーム）の整

備を促す。 

○高齢者、障害者、子ども等の熱中症弱者に対す

る地域の団体や民間企業と連携した声がけや見

守りなどの取組を推進する。 

○打ち水等をはじめとした熱中症対策に関係す

る地域のイベント等を活用して見守り・声がけが

しやすい地域づくりを推進する。 

 

 

・ 地域の団体や民間企業と連携した高齢者等の熱中症弱者への見守り・声

がけ等の取組を含む優れた取組につき、当該取組に係る費用や検証結果

を示すとともに、熱中症予防対策の優れた取組事例の取りまとめ。【環】 

＜令和３年４月 23 日：「熱中症予防対策ガイダンス」について公表＞ 
 

・ 熱中症対策を推進する地方自治体をモデル自治体として選定し、地域に

おける熱中症対策を支援。【環】【再掲】 

 ウ．地域における取組の先行優良事例の普及

拡大 

○地域の総合的な熱中症対策の推進を後押し、そ

れらの先行優良事例の知見やノウハウの蓄積・共

有などの支援を行い、ロールモデルを形成する。 

 

・ 消防本部から提供いただいた熱中症予防啓発の取組事例を「熱中症予防

啓発取組事例集」として取りまとめ、公表。【消】 
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○各々の地域の実情や社会の仕組みに対応した、

創意工夫に富んだ多様な熱中症対 策を後押し

するために、熱中症予防対策ガイダンスを取りま

とめ、広く提供する。 

○「熱中症対策シンポジウム」等の研修会、講習

会を地方公共団体等に向けて実施する。 

 

・ 地域における効果的な熱中症対策を推進する地方自治体をモデル自治体

として選定し、地域への熱中症対策への支援【環】【再掲】 

＜令和３年３月 25 日：「令和３年度地方公共団体における効果的な熱中

症予防対策の推進に係るモデル事業の公募結果」について公表＞ 

 

・ 地域における優れた熱中症対策の取組につき、当該取組に係る費用や検

証結果を示すとともに、熱中症予防対策の優れた取組事例を取りまとめ。

【環】 

＜令和３年４月 23 日：「熱中症予防対策ガイダンス」について公表＞【再

掲】 

 

・ 自治体の担当職員や一般の方を対象にしたシンポジウムをオンライン開

催（参加者数は 600 人以上）。（令和３年６月 25 日）【環】 
 

 エ．救急業務・医療現場における熱中症対策

の支援 
○熱中症傷病者に対する適切な対応が行われる

よう、各地の消防本部に対して助言等を行う。 

○熱中症診療ガイドラインを厚生労働省ホーム

ページを通じて周知する。 

 

 

・ 本格的な熱中症シーズンに向け、各地域の消防職団員においても熱中症

予防対策の強化を図るよう通知を発出。【消】 

＜令和３年５月 20 日：消防職団員の安全管理等（熱中症対策）の再徹底

について＞ 

 

・ 都道府県を通じ、全国の消防本部に対して、積極的に熱中症の予防啓発

を実施するよう求める事務連絡を発出。【消】 

＜熱中症予防対策の強化について（周知）＞ 
 

・ 熱中症診療ガイドラインを厚生労働省ホームページに掲載して周知。

【厚】 

 
 オ．地域の民間建築物の敷地や公共施設等の

緑化、日よけ等の整備の推進 
○民間建築物の敷地や公共施設等の緑化、公共施

 

・ 都市緑化の推進を図るため、都市緑地法運用指針を改正し、地方公共団

体へ通知。【国】 
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設等における日よけ等の整備を推進する。 

 
・ 官庁施設の整備にあたり、構内緑化等を実施。【国】 

 
（２）産業界と

の連携強化 

○３．アの熱中症予防強化キャンペーン等を実施

し、その際、業界団体等へ熱中症予防についての

普及啓発、商品開発等に対するさらなる協力を依

頼する。  

 

 

・ 熱中症対策についての関係府省庁の取組を紹介したリーフレットを作成

し、ホームページへの掲載、関係府省庁のルートを活用した周知。【関係

府省庁】 

＜令和３年７月２日：リーフレットを連名にて公表＞ 

 

 ○適切な熱中症予防行動に繋がる情報を示す暑

さ指数（WBGT）計の利用を促進するため、認知度

向上を図る。 

 

 

・ 熱中症予防情報サイト上での熱中症警戒アラートや暑さ指数（WBGT）の

情報を提供。【環】 

 

・ メール配信サービスや SNS アカウント、大型ビジョン等を活用した熱中

症警戒アラートや暑さ指数（WBGT）の情報提供。【環】 

 

 ○特に高齢者を対象とした、熱中症予防に資する

家庭用機器の普及を促進する。 
 

・ 高齢者に特化したリーフレットを作成し、ホームページへの掲載、関係

府省庁のルートを活用した周知。【環、厚、経】 

＜令和３年７月２日：高齢者向けリーフレットを連名にて公表＞【再掲】 

 

 ○「健康のため水を飲もう」推進運動の支援を実

施し、推進委員会の活動について厚生労働省ホー

ムページを通じて情報発信する。 

 

・ 「健康のため水を飲もう」推進委員会（※）作成の令和３年度ポスター

の情報を厚生労働省ホームページで発信。【厚】 
（※）2007 年に発足した民間の団体で、「こまめに水を飲む習慣の定着」等の活動

を行っている。 

 

 ○熱中症対策の取組に積極的な民間企業を募り、

地方公共団体や地方の団体とのマッチングの場

を設定するなど連携を促進し、熱中症関連ビジネ

スの推進につなげる。 

・ ビジネス展示会において、熱中症対策関連ビジネスに資する気象情報の

利活用を促進するため講演を実施（令和 3年 6月 25 日）。【環、気】 
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 ○民間企業や行政機関が連携し、熱中症予防の声

がけの輪を広げるイベント等の取組を推進する。 

 

 

・ 日傘レンタルサービス提供企業等の協力により、熱中症警戒アラートが

発表された際に日傘（晴雨兼用傘）を無料で利用出来るサービスを運用

する形で官民において連携。【環】 

 

 ○エアコンについては、IoT を活用した製品や操

作が簡単なリモコンが市販されていることを踏

まえつつ、シーズン前の早期の点検や試運転、適

切な室温管理などの使用方法、の積極的な普及啓

発を行うと同時に、業界団体や民間企業にも積極

的な広報活動を依頼する。 

 

 

・ 夏本番前のエアコンの早期点検や試運転の呼びかけについて、ポスター

を作成し、ホームページへの掲載、関係府省庁のルートを活用した周知。

【経・環】 

＜令和３年４月：ポスター公表＞ 

 

・ 産業団体や民間企業と連携し、シーズン前のエアコンの早期点検や試運

転の取組を推進。【経】 

 

第３．重点対策  

３．広報及び情

報発信の強化 

  

 ア．熱中症予防強化キャンペーンの実施 
○これまでの熱中症予防強化月間に変えて、関係

府省庁の連携強化の下「熱中症予防強化キャンペ

ーン」を４月～９月の期間で実施し、これまでの

網羅的な普及啓発ではなく、狙いを絞った効果的

な普及啓発や注意喚起、イベント開催等の広報活

動を実施する。期間内では、大まかに次のような

テーマ設定を行う。 

４月～６月 暑熱順化やエアコンの早期点検等

の呼びかけ 

７月    梅雨明けに特に熱中症のリスクが

高いことを国民へ注意喚起 

８月    全般的な熱中症対策を呼びかけ 

９月    残暑や災害時における熱中症の注

意喚起 

 

・ 梅雨明けの時期に適切な熱中症予防行動を取っていただくよう、環境省

と気象庁において共同記者会見を開催（令和３年６月 25 日）。【環、気】 

 

・ 全国的に梅雨が明けたタイミングで、熱中症予防対策を呼び掛ける報道

発表を実施（令和３年７月 19 日）。【気】 

 

・ 消防庁ホームページ等を通じて予防啓発コンテンツ（ポスター、ビデオ、

イラスト、音声メッセージ、リーフレット、Twitter）を継続的に提供。

【消】 

 

・ 熱中症警戒アラート発表時の熱中症予防行動を取りまとめたリーフレッ

ト・ポスターを作成し、ホームページへの掲載、関係府省庁のルートを
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〇具体的には、国民、学校や職場等の各管理者、

地方公共団体、業界団体、企業等に対して、関係

府省庁が従来の個別の取組から連携を強化し、高

齢者等のいわゆる熱中症弱者を主な対象として、

熱中症警戒アラート発表時の予防行動を重点的

に、共通事項についてはワンボイスで、各種のガ

イドライン、リーフレット等による普及啓発や、

ホームページ、SNS、アプリ、通知等による注意喚

起、イベントの開催等を行う。 

 

活用した周知、地方自治体等への配布。（令和３年３月）【環・気】 

 

・ 熱中症警戒アラートの全国での運用（令和３年４月 28 日～10 月 27 日）。

【環、気】 

 

・ 熱中症予防情報サイト上での熱中症警戒アラートや暑さ指数（WBGT）の

情報を提供。【環】【再掲】 

 

・ メール配信サービスや SNS アカウント、大型ビジョン等を活用した熱中

症警戒アラートや暑さ指数（WBGT）の情報提供。【環】【再掲】 

 

・ 夏本番前のエアコンの早期点検や試運転の呼びかけについて、ポスター

を作成し、ホームページへの掲載、関係府省庁のルートを活用した周知。

【経・環】 

＜令和３年４月：ポスター公表＞【再掲】 

 

・ アメダスの気温の観測データ、推計気象分布（最新の気温等の分布）な

どの観測情報を提供。【気】 

 

・ 熱中症警戒アラートのほか、2 週間気温予報、高温に関する早期天候情

報、天気分布予報（気温、最高・最低気温）などの予測情報を提供。【気】 

 

・ 学校等の教育現場における熱中症対策や判断の参考となるガイドライン

作成のための手引きを作成し、全国の教育委員会へ周知。【文・環】 

＜令和３年５月 28 日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手

引き」の公表＞ 

＜令和３年６月９日：「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引

き」の活用について（依頼）の発出＞【再掲】 
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・ 政府広報（テレビ、インターネット、ＳＮＳ、雑誌等）において、熱中症

予防対策や熱中症警戒アラート全国展開についての情報を周知。（令和３

年４月～７月）【環】 

 

・ 自治体の担当職員や一般の方を対象にしたシンポジウムをオンライン開

催（参加者数は 600 人以上）。（令和３年６月 25 日）【環】【再掲】 

 

・ 都市部のヒートアイランド現象などの長期変化傾向を把握するための基

礎資料について 2020 年までの観測データで更新・提供（令和３年６月 30

日）。【気】 

 

・ 気象庁 Twitter で熱中症への警戒を呼び掛け（令和３年 7月 15 日、7月

16 日、7月 19 日、7月 29 日）。【気】 

 

・ 日傘レンタルサービス提供企業等の協力により、熱中症警戒アラートが

発表された際に日傘（晴雨兼用傘）を無料で利用出来るサービスを運用

する形で官民において連携。【環】【再掲】 

 

・ 災害時の避難生活や片付け作業における熱中症対策に関するリーフレッ

トを作成し、ホームページへの掲載、関係府省庁のルートを活用した周

知。【環・内・消・厚】 

＜令和３年３月：リーフレット公表＞ 

＜令和３年６月 23 日：自治体へ周知依頼の事務連絡を発出＞ 【環・内・

消・厚・気】【再掲】 

 

・ 梅雨明けの時期に適切な熱中症予防行動を取っていただくよう、環境省

と気象庁において共同記者会見を開催。（令和３年６月 25 日）【環・気】

【再掲】 
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・ 高齢者に特化したリーフレットを作成し、ホームページへの掲載、関係

府省庁のルートを活用した周知。【環・厚・経】 

＜令和３年７月２日：高齢者向けリーフレットを連名にて公表＞【再掲】 

 

・ 熱中症対策についての関係府省庁の取組を紹介したリーフレットを作成

し、ホームページへの掲載、関係府省庁のルートを活用した周知。【関係

府省庁】 

＜令和３年７月２日：リーフレットを連名にて公表＞【再掲】 

 

・ 主要競技会場周辺等の 17 地区を対象に気温、湿度等の実測調査を行い、

熱中症予防情報サイト上にオリパラ特設ページを設け、情報提供すると

ともに、各競技会場内での暑さ指数（WBGT）の計測等を行い、会場内へ

の熱中症の注意喚起を実施。【環・オ】【再掲】 

 

・ 令和３年７～９月に大雨・台風に被災した地域に対して、被災住民等の

熱中症対策について周知を依頼する事務連絡をそれぞれの被災県に発

出。【環】【再掲】 

 

 イ．熱中症警戒アラートの全国展開 
○令和２年夏に関東甲信地方で試行実施した「熱

中症警戒アラート」を令和３年度から全国展開

し、熱中症の危険性が極めて高いと予測される日

について、国民の暑さへの「気づき」を呼びかけ

国民の熱中症予防行動を効果的に促す。 

 

 

・ 熱中症警戒アラートの全国での運用（令和３年４月 28 日～10 月 27 日）。

【環、気】 

 ○環境省熱中症予防情報サイトや気象庁ホーム

ページ、農林水産省 MAFF アプリ、観光庁監修

Safety tips、各報道機関、地方公共団体、民間企

業等によるデジタルサイネージでの放映等の

様々な各種ルート、ツールを通じて、熱中症警戒

アラート等の情報を広く国民に届け、熱中症予防

 

・ 農業者等に対して「熱中症警戒アラート」の情報を提供するため、農林

水産省が運営する「MAFF アプリ」に「熱中症警戒アラート」の通知機能

を追加するとともに、熱中症警戒アラート発出時の適切な対応を周知。

【農】 

＜令和３年５月 20 日：（プレスリリース）MAFF アプリにおける「熱中症
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行動を促す。 

 
警戒アラート」の通知機能の追加について＞ 【再掲】 

 

・ 外国人旅行者向け災害時情報提供アプリ「Safety tips」の「熱中症情報」

について、分かりやすいサイト構成・説明文に見直し。【観】【再掲】 

 

・ 熱中症警戒アラートの全国展開に対応したプッシュ通知機能に見直し。

【観】【再掲】 

 

・ オリパラ推進本部事務局及び組織委員会と連携し、オリパラ関係者向け

に「Safety tips」のポスターを掲出し、周知を強化。【観】【再掲】 

 

・ 熱中症予防情報サイト上での熱中症警戒アラートや暑さ指数（WBGT）の

情報を提供。【環】【再掲】 

 

・ メール配信サービスや SNS アカウント、大型ビジョン等を活用した熱中

症警戒アラートや暑さ指数（WBGT）の情報提供。【環】【再掲】 

 

 ウ．暑さ指数（WBGT）及び気温の観測・予測

情報等の提供 
○全国 840 地点の暑さ指数（WBGT）を算出し、「環

境省熱中症予防情報サイト」において実況値及び

当日～翌々日の予測値を公開する。また、暑さ指

数（WBGT）の予測値等のメール配信サービスや、

CSV 形式による暑さ指数（WBGT）数値データの提

供、アスファルト舗装の上等の実生活の場や地面

との距離が近い子どもや車いす利用者を想定し

た暑さ指数（WBGT）参考値の提供など、地方公共

団体による住民への熱中症予防情報提供の元と

なる情報を、ホームページ等を通じて発信する。 

 

 

 

・ 気象庁 Twitter で熱中症への警戒を呼び掛け（令和３年 7月 15 日、7月

16 日、7月 19 日、7月 29 日）。【気】 

 

・ 熱中症予防情報サイト上での熱中症警戒アラートや暑さ指数（WBGT）の

情報を提供。【環】 

 

・ メール配信サービスや SNS アカウント、大型ビジョン等を活用した熱中

症警戒アラートや暑さ指数（WBGT）の情報提供。【環】【再掲】 
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 ○高温に関する早期天候情報等、時間を追って段

階的に発表する熱中症対策向けの気象情報を通

じて注意喚起を実施するとともに、気温の観測デ

ータ等を逐次提供する。 

 

 

・ アメダスの気温の観測データ、推計気象分布（最新の気温等の分布）な

どの観測情報を提供。【気】 

 

・ 熱中症警戒アラートのほか、2 週間気温予報、高温に関する早期天候情

報、天気分布予報（気温、最高・最低気温）などの予測情報を提供。【気】 

 

・ 都市部のヒートアイランド現象などの長期変化傾向を把握するための基

礎資料について 2020 年までの観測データで更新・提供（令和３年６月 30

日）。【気】 

 

 

 
第４．基盤となる取組 

１．熱中症発生状況等に係る正確な実態把握・情報提供 
 

 ○夏期における熱中症による救急搬送人員等を

取りまとめ、調査結果をホームページ上で公表す

る。 

 

・ 夏期における熱中症による救急搬送人員等を取りまとめ、調査結果につ

いて、１週間毎に速報値を公表するとともに、月毎の確定値等をホーム

ページ上で情報提供（今期は４月 26 日の週から 10 月３日まで実施）。

【消】 

 

・ 熱中症警戒アラートの活用状況等のアンケート調査を実施（令和３年９

月下旬～11 月中旬）。 

-一般向け、自治体向け【環・気】 

-教育委員会向け【環・気・文】 

-高齢者・障害者施設団体向け【環・気・厚】 

-農業団体向け【環・気・農】 

-建設業団体向け【環・気・国】 
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・ 東京都監察医務院、大阪府監察医事務所のデータを活用して、より早期

に熱中症死亡者の状況を公表し、また、エアコンの設置・稼働状況とい

った熱中症死亡者の背景事情の実態を把握する。【環】 

 

 ○人口動態統計に基づく熱中症による死亡者数

を集計し、公表する。 
 

・ 人口動態統計に基づく熱中症による死亡者数を集計し公表。【厚】 

 

 ○学校の管理下における熱中症の発生状況等に

ついて、年度ごとに学校種別で取りまとめ公表す

るとともに、学年・性別発生傾向や月別発生傾向

についても公表する。 

 

・ 学校管理下における熱中症事故件数について独立行政法人日本スポーツ

振興センターより提供を受け、事故件数の減少に向けて通知等で周知。

【文】 

 

 ○職場における熱中症による死傷災害発生状況

を取りまとめ、公表する。 

○農作業中の熱中症による死亡事故の発生状況

を調査し、公表する。 

 

・ 直近 10 年間の職場における熱中症による死傷災害発生状況を取りまと

め公表。【厚】 

 

・ 厚生労働省の「人口動態調査」の調査票情報を用いて、農林水産省にお

いて農作業死亡事故を熱中症を含めた要因別等に整理して公表。【農】 
 

第４．基盤となる取組 

２．調査研究等の推進 
 

 ○国内の気候変動の影響評価において、気候変動

と暑熱に関する最新の科学的知見の情報収集・整

理を実施する。 

 

 

・ 次期気候変動影響評価報告書の作成に向けて、気候変動と暑熱等に関す

る科学的知見の収集・整理方針を検討。【環】 

 ○熱中症の発生機序や原因に関する科学的知見

（エビデンス）の集積や研究、分析を行う。 

 

 

・ 「新しい生活様式」に即した環境要因の変化（室内換気に伴う温度・湿

度の変化やマスクの着用等）による熱中症発症への影響についての研究。

【厚】 
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 ○熱中症による死亡者数をより早期に公表でき

るような取組を検討する。 

 

 

・ 「新しい生活様式」に即した環境要因の変化（室内換気に伴う温度・湿

度の変化やマスクの着用等）による熱中症発症への影響についての研究。

【厚】 

 

・ 監察医務院のデータを活用した熱中症死亡者の状況の公表。【環】 

 

 ○死亡者が発生した際のエアコンの設置・稼働状

況といった自宅の状況等の背景事情の実態を把

握する。 

 

・ 監察医務院のデータを活用した熱中症死亡者の状況の公表。【環】【再掲】 

 

第５．推進体制及び行動計画の見直し 

１．推進体制 

２．行動計画の見直し 

 

 

 

 

・ これまで関係省庁局長級の会議であった熱中症関係省庁連絡会議を令和

３年３月 25 日に環境大臣を議長とする「熱中症対策推進会議」に改め、

同日、同会議にて「熱中症対策行動計画」を策定し、関係府省庁の緊密

な連携の下、総合的かつ計画的な熱中症対策の推進を図る。【関係府省庁】 

 

・ 熱中症対策推進会議の開催（令和３年７月２日）、熱中症対策推進会議幹

事会の開催（令和３年 11 月 25 日）【関係府省庁】 

 

 


